
金    額 金    額

千円 千円

 (資産の部)  (負債の部)

 流動資産 11,398,507  流動負債 5,844,527

130,902 97,388

238,928 3,778,669

8,638,765 7,297

140,719 585,086

30,428 264,160

621,347 133,832

28,897 374,705

223,996 149,921

213,965 49,726

1,051,284 402,992

90,292 747

△ 11,021 

 固定資産 6,834,492 4,074,903

    有形固定資産 1,400,969 350,000

494,317 35,004

702 3,685,898

630,160 4,000

39,129

236,659

    無形固定資産 1,261,106 　負  債  合  計 9,919,430

220,035

8,046  (純資産の部)

661,186  株主資本 8,153,796

371,838 　　資   本   金 200,000

    投資その他の資産 4,172,416 　  資本剰余金 227,927

1,665,642 資 本 準 備 金 227,927

490,573 　  利益剰余金 7,725,868

275,449 利 益 準 備 金 28,000

1,069,532 繰越利益剰余金 7,697,868

671,218  評価・換算差額等 159,773

159,773

　純 資 産 合 計 8,313,569

18,233,000 18,233,000

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

その他有価証券評価差額金

リ ー ス 債 務

未 払 金

工 事 損 失 引 当 金

電 話 加 入 権

 固定負債

長 期 借 入 金

建 物 リ ー ス 債 務

構 築 物 退 職 給 付 引 当 金

工 具 器 具 備 品 預 り 保 証 金

リ ー ス 資 産

借 地 権

そ の 他

 資  産  合  計  負債・純資産合計

ソ フ ト ウ ェ ア

関 係 会 社 株 式

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

前 受 金

賞 与 引 当 金

受 取 手 形 買 掛 金

売 掛 金

商 品 及 び 半 製 品

原 材 料 未 払 費 用

仕 掛 品

前 渡 金

未 払 消 費 税 等

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

預 託 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

貸  借  対  照  表

2018年 3月31日現在

科      目 科      目

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形



 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    子会社株式   総平均法による原価法 

    その他有価証券 

    時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

    時価のないもの 総平均法による原価法  

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品及び半製品          月次総平均法（一部個別法）による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

    原材料              月次総平均法による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

    仕掛品              個別法による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産（リース資産を除く。）  定額法 

   無形固定資産            定額法 

                      なお、ソフトウェア（自社利用分）につい

ては、社内における利用可能期間（3年か

ら 5年）に基づく定額法 

   リース資産（所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

                    定額法 

 ３．引当金の計上基準 

   貸倒引当金        債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については 

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   賞与引当金        従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

   退職給付引当金      従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務見込額に基づき、当期末において発生している

と認められる額を計上しております。 

                過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により費用

処理しております。 

                数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年数（１０年）による定額法

により按分した額をそれぞれの発生の翌期から費用処理

しております。 

   工事損失引当金      あらかじめ判明している工事に伴う将来損失の発生額

を見積り、売上原価に計上しております。 

４．収益及び費用の計上基準 

  受注製作のソフトウェアに係る収益の計上基準 

 当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受注契約については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の受注契約については

工事完成基準を適用しております。 

５．消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

 

 

当期純利益                         1,159,253千円 


